
　平成25年3月末の地域の預金残高は4兆4,227億円となり、
総預金残高4兆4,321億円の99.78％を占めています。

　当行の主要マーケットである奈良
県では、預金、貸出金とも圧倒的な
シェアを誇っています。

　当行は、奈良県および37市町村の指定
金融機関として、地方公共団体への貸出、
公共債等の引受けを通じて、地域社会に
貢献できるよう努めています。
　平成25年3月末の地方公共団体向け
貸出金残高は4,027億円で、24年4月
から25年3月にかけて引受けた地方債の
総額は1,310億円となっています。

　中小企業等向け貸出金残高は、平成25年3月末で1兆8,323億円となり、総貸出金
に占める割合は、62.97％となっています。

　平成25年3月末の地域向け貸出金残高は2兆4,479億円と
なり、総貸出金2兆9,096億円の84.13％を占めています。

その他
地方公共団体等

※保証協会融資残高
　2,458億円

中小企業等向け
貸出金
115,663先
18,323億円
62.97％

※中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業
は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千
万円）以下の会社又は常用する従業員が300人
（ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売
業、飲食業は50人）以下の企業等をさします。

■地域の預金残高の府県別比率 ■地域向け貸出金の府県別比率

京都府
7.33％
3,241億円

和歌山県 3.95％
1,750億円

大阪府・兵庫県
5.64％
2,503億円

三重県 1.50％
666億円

（平成25年3月末現在）

（平成25年3月末現在）（平成25年3月末現在）

奈良県
81.54％
36,064億円

京都府
8.13％
1,990億円

和歌山県 3.17％
777億円

大阪府・兵庫県
26.90％
6,585億円

三重県 0.93％
228億円

奈良県
60.85％
14,898億円

地銀
４.1％

信金
16.4％

都銀
26.6％

信託 4.0％

当行
48.8％

■預金

地銀
8.1％

信金
15.4％

都銀
26.9％

■貸出金 信託 0.1％

当行
49.3％

（平成25年3月末現在：銀行・県内信用金庫〈ゆうちょ銀行・農協等を除く〉を対象としています。）

■総貸出金に占める中小企業等向け貸出金の割合
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預金・貸出金の奈良県内シェア

当行の地域密着型金融

地域密着型金融の推進

　当行は、奈良県および大阪府、兵庫県、京都府、和歌山県、
三重県の６府県を地元営業地域として営業基盤を拡大しつつ、

長年にわたり地域に密着し経済活動を支援しています。本誌に
記載している「地域」とは、この地元営業地域のことをさします。

　当行は、お客さまとともに成長し、地域金融機関として永続的
に発展していくためには、「地域経済の活性化」が不可欠である
と考えています。

　地域に根ざした営業活動を展開しつつ、ソリューション営業の
実践やコンサルティング機能の発揮によりお客さまのニーズに的確
にお応えするため、以下のとおり総合サポート体制を整えています。

（課題） 新たな事業展開、販路拡大、経営改善、
事業再生、事業承継・相続 等

地域密着型金融に対する
モチベーション向上の施策

日常的、継続的
な訪問

信頼の構築
情報の提供

各種ニーズ把握によるソリューション
（課題解決）の提案

課題抽出
情報共有

ソリューションの提案、帯同
訪問等総合サポート

外部専門家、外部機関等

バリュー開発部 審査部

営業店

本部

お客さま

南都銀行

当行は地域に根ざした活動「地域密着型金融」が基本路線

連携

支援・渉外グループ
元気企業
サポート室

香港駐在員
事務所

上海駐在員
事務所観光企画室

ＡＳＩＡ業務グループ
企業サポート室

●税理士
●弁護士
●監査法人
●中小企業診断士　等
　
●他金融機関
　

外部専門家

●地方公共団体
●経済産業局
●商工会議所
●ＪＥＴＲＯ
　（日本貿易振興機構）
●中小企業再生支援協議会
●地域経済活性化支援機構
　　　　　　　　　等
　

外部機関
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